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平成２７年度２月補正予算の概要について 

 

平成２８年２月２９日 

（単位：千円） 

一 予算規模 

 

 １ 一 般 会 計 

            補   正   額                 △６,６６６,３１８ 

 

 

                     補 正 後 の 規 模                                  ６１７,４７６,５０１ 

 

 

                      前年度２月補正後予算との対比               △１,１９９,３３５ 

                                        （０.２％減） 

 

 

  《補正予算の財源》 

 

    特 定 財 源                           △１７,０２２,４５８ 

 

国 庫 支 出 金                   △４,０３１,９９９ 

 

 

 

                繰   入   金            △２,７０６,２５３ 

 

 

 

                諸   収   入            △６,７５６,４４１ 

 

 

 

           県      債                    △３,３３０,６００ 

 

 

 

                そ   の   他              △１９７,１６５ 
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    一 般 財 源                             １０,３５６,１４０ 

 

                      県      税                      １,７２４,４７５ 

 

                      地方消費税清算金                      ４,２７４,２００ 

 

                      地 方 譲 与 税                         ５８１,５８０ 

 

                      地 方 交 付 税                   △１，７１７,２６１ 

 

                     財 産 収 入                        １９９,５５０  

 

                      繰 入 金                       １１５,９６８ 

 

                      繰 越 金                      ２,８１９,０３０ 

 

                    県      債           １,８０１,４００ 

 

                      そ の 他                         ５５７,１９８ 

 

 

 

２ 特 別 会 計 

 

証 紙 特 別 会 計                      ８８,０２９ 

 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計                △３０,７４５  

 

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業 等 特 別 会 計                   ４,８８５ 

 

      中 小 企 業 設 備 導 入 助 成 資 金 特 別 会 計                  ６,２７８ 

 

    土 地 取 得 事 業 特 別 会 計                             １０２ 

 

     工 業 団 地 開 発 事 業 特 別 会 計                     ２１,１９８ 

 

     市 町 村 振 興 資 金 特 別 会 計                    △３９８,７１３ 

 

        能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計                  △２００ 

 

    下 水 道 事 業 特 別 会 計                    △６２０,７７３ 

     

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計                     △１７,６９１ 
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    地 域 総 合 整 備 資 金 特 別 会 計                    △１６７,３０７ 

 

        秋田港飯島地区工業用地整備事業特別会計              △３２,５１８ 

   

環 境 保 全 セ ン タ ー 事 業 特 別 会 計                        △１２,３９０ 

   

    公 債 費 管 理 特 別 会 計                △１,８８３,７２７ 

 

    県立病院機構施設整備等貸付金特別会計              △２３,５３３ 

 

 

 ３ 企 業 会 計 

         

    電  気  事  業  会  計                   △３３７,９８４ 

 

       工 業 用 水 道 事 業 会 計                     △１０１,６２５ 
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二 補正予算の主な内容 

今回の補正予算は、国民健康保険財政安定化基金の造成及び財政調整基金等の積み増しを行うとと

もに、決算見込みに伴う事業費の増減などについて計上した。 

 

Ⅰ 基金造成 

 

                   １５６,８００ 

 平成 30 年度から県が国民健康保険事業の財政運営を担うことに伴い、 

安定的な事業運営のために必要な基金を造成する。 

 ・補 助 率 国 10/10 

・造成期間 平成 27～29 年度 

 

 

○財政調整基金積立金                         ２,４４０,８０４ 

 平成 26 年度決算剰余金の 1/2 等を基金に積み立てる。 

 

   【参考】平成 27 年度末財政２基金残高見込み 

        財政調整基金  16,943 百万円 

        減 債 基 金  17,602 百万円 

           計     34,545 百万円 

 

 

○地域活性化対策基金積立金                      ８,４７７,２７５ 

 事業の実績見込みにより生じた不用額等を翌年度以降の地域活性化に資す 

   る事業の財源として積み立てる。 

 

 

Ⅱ 県単独事業 

 

  ○林業公社事業                             １５９,３８２ 

    林業公社に対し、日本政策金融公庫からの借入金の繰上償還に要する経費 

を貸し付ける。 

 

 

○制度融資事業                            △５,６７９,６４８ 

    金融機関に対する預託金等の実績見込みにより減額する。 
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Ⅲ 公 共 事 業 

                        

（１）国 庫 補 助 事 業                                △２,０９２,８０３ 

・道路・橋りょう  △1,106,283（14,957,721  →  13,851,438 ） 

・林 野    △680,259（ 6,942,943  →   6,262,684 ） 

・農 地 防 災    △245,826（ 1,507,447  →   1,261,621 ） 

    ・水 産 基 盤     △59,380（ 1,743,160  →   1,683,780 ） 

・土 地 改 良      42,755（18,877,637  →  18,920,392 ） 

・そ の 他    △43,810（ 5,161,754  →   5,117,944 ） 

 

（２）国直轄事業負担金                                △２,１８８,８９９ 

・土     木 △2,006,703（ 8,656,069  →   6,649,366 ） 

・耕     地   △182,196（   607,979  →     425,783 ） 

 

（３）災 害 復 旧 事 業                         △１,９９７,８９２ 

    ・土     木  △1,182,830（ 3,103,022  →   1,920,192 ） 

    ・耕     地   △626,870（ 1,143,800  →     516,930 ） 

・林     野   △157,470（   257,000  →      99,530 ） 

    ・漁     港    △30,722（   100,000  →      69,278 ） 

 

 

 

Ⅳ そ の 他  

 

    ○人件費                              △１,７６２,７９１ 

    給与費の決算見込みにより人件費を補正する。 

    ・知事部局等  △227,020 千円 

    ・警 察 本 部   △27,760 千円 

    ・教育委員会 △1,508,011 千円 

 

 

○公債費                             △１,８８３,７２７ 

    地方債利子等の実績見込みにより減額する。 

 

 

   ○緊急雇用創出等臨時対策基金返還事業                   ２９９,７１１ 

    基金制度終了に伴う不用見込額及び市町村からの返還額を国へ返還する。 

 


